
用途地域等の一括変更と同時に変更する他の都市計画変
更の内容について
（1）敷地面積の最低限度（用途地域）

ア 背景
建築基準法（以下、「法」という）上の無接道

地のうち、４ｍ未満で法上の道路の位置付けのな
い通路に接している敷地については、通路を将来
４ｍに拡幅する旨の協定を所有者間で結び、敷地
の一部を道路として整備することを条件に法第43
条第２項第２号の許可を受け建築が可能となって
います。三鷹市では、無接道地解消のため、協定
通路は法第42条第１項第５号に基づく位置指定道
路を目指すこととしてきました。しかし、敷地の
一部を協定通路や位置指定道路にしようとする際、
敷地面積が減少し、都市計画の最低限度の指定を
下回るため、協定通路や位置指定道路の関係権利
者の同意が得られないというケースが発生してい
ます。
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イ 目的
無接道地の解消については、共同建替えや連

坦建築物設計制度（建築基準法第86条第２項）
などの手法がありますが、建替えの時期など地
権者の合意が困難で活用が進んでいません。そ
こで、三鷹市内の無接道地の解消を促進するた
め、法第43条第２項第２号の許可や都市計画の
敷地面積の最低限度の運用の見直しを検討しま
す。なお、この場合においても引続き様々な手
法の活用も検討し、無接道地の解消に努めて参
ります。
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①協定通路
法上、土地は道路か敷地に分類される。

協定通路については法上の道路ではないた
め、許可や建築確認の運用の中で、そのま
ま敷地に含むことにより敷地面積の減少が
生じないものとして特定行政庁で取扱う。
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ウ 対応案
② 位置指定道路
協定通路に接した敷地がすべて道路整

備を完了し、協定通路を位置指定道路と
する場合で、空地（道路）が確保され、
かつ良好な住環境の維持・保全や防災性
の向上などの目的が達成される場合には、
用途地域で定めている敷地面積の最低限
度は適用除外とすることを検討する。

建築敷地
（建蔽率などの制限は協定通路部分を
除いて規定を満たす計画とする）

建築敷地
（敷地面積の最低限度は適用除外）
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エ 決定
用途地域計画書の適用の除外に追記する。

適用の除外

次のいずれかに該当する土地については、建築物の敷地面積の最低限度（以下「最低敷地面積」という。）の定めは、適
用しない。

１ 次の各号のいずれかに掲げる公共公益施設等の整備（以下「公共公益施設等の整備」という。）が行われる際、現に建
築物の敷地として使用されている土地で最低敷地面積の定めに適合するもの又は現に存する所有権その他の権利に基づい
て建築物の敷地として使用するならば最低敷地面積の定めに適合する土地で、公共公益施設等の整備と併せて、当該公共
公益施設等の用に供する土地を除く全部を一の敷地として使用し、又は当該公共公益施設等の用に供する土地を除き分割
される各々を一の敷地として使用するもの
（１）道路法（昭和27年法律第180号）又は都市計画法（昭和43年法律第100号）による道路。ただし、都市計画法第29条

の規定による許可を受けた開発行為に係るものを除く。
（２）河川、水路その他公共公益施設
（３）都市公園法（昭和31年法律第79号）による都市公園
（４）地区計画等による定められた施設
（５）建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号による道路。ただし、最低敷地面積が定められた際現に

建築物が立ち並んでいる道に限る。

２ 最低敷地面積が定められ、又は変更された際、現に建築物の敷地として使用されている土地で最低敷地面積の定めに適
合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば最低敷地面積の定めに適
合しないこととなる土地で、公共公益施設等の整備と併せて、当該公共公益施設等の用に供する土地を除く全部を一の敷
地として使用し、又は当該公共公益施設等の用に供する土地を除き分割される各々を一の敷地として使用するもの（最低
敷地面積が変更された際、従前の制限に違反していた建築物の敷地若しくは所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地
として使用するならば当該制限に違反することとなったもの又は最低敷地面積の定めに適合するに至った建築物の敷地若
しくは所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば最低敷地面積の定めに適合するに至ったものを
除く。）

３ 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第98条第1項の規定による仮換地の指定、同法第103条第1項の規定による換地
処分その他法令によるこれらに準じた処分等を受けた土地（当該処分等があった際、現に建築物の敷地として使用されて
いた従前の土地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用することができた従前の土地と照応するもの
に限る。ただし、最低敷地面積の制限に違反していたものを除く。）で、その全部を一の敷地として使用するもの
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オ 建築可否の対象例

※三鷹市において最低敷地面積は100㎡（平成16年６月24日）及び90㎡（平成20年６月20日）を指定している。

例 最低敷地面積が100㎡に定められた際（平成16年６月24日）に建築物が立ち並んでいる道（幅員４ｍ未
満）があり、その道を基準として位置指定道路（幅員４ｍ以上）に指定した場合

最低敷地面積100㎡指定時の土地利用状況 施行前 施行後

道を基準に位置指定道路に指定
すると最低敷地面積を下回る建
築敷地面積となる場合（１及び
５）及び位置指定道路の指定に
供しない土地を最低敷地面積の
指定日以降に分割し建築敷地面
積（各45㎡）が最低敷地面積を
下回る場合（３及び４）は全て
建築不可を示している例図

道を基準に位置指定道路の指定
に供する土地のみによって建築
敷地面積が減少し最低敷地面積
を下回る場合（１及び５）は建
築可能とする例図

道（黄色）
（幅員４ｍ未満）

位置指定道路
（橙色）
（幅員４ｍ以上）

以前の道形状
（点線）

位置指定道路
の指定に供する
土地（各5㎡）

１ ２

３ ４ ５

１ ２

３ ４ ５
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